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【重要】当資料のご利用にあたって 

 

【利用目的の限定】 

当資料は、合同会社新宿経済研究所及び資料作成者（以下「当社等」）が当社の顧客に対する情報提供

のために作成したものです。当社等は、当資料の執筆に当たり、入手し得る最新の情報等から万全の正確

性を期して作成しておりますものの、規制内容の変更や見解の相違、あるいは当社等の理解不足等により、

当資料に掲載された内容があらゆるケースに妥当しない場合もあります。したがって、当社等は、当資料

に記載している内容、意見、その他の記述について、その正確性を保証するものではありません。当社等

は、当資料のご利用によって生じたいかなる損害についても、賠償する責任を負いません。ご利用にあた

っては、全て利用者の判断において、また、必要に応じて監督官庁、会計監査人、税務当局等とのご協議

や、金融・法務・会計・税務その他アドバイザリーファーム等の社外専門家とご相談のうえで、適切にお

取扱いください。 

【無断複製・商用使用の禁止】 

当社等はいかなる場合でも、当資料を直接・間接に入手した利用者に対して損害賠償責任を負うもので

はなく、当資料利用者の当社等に対する損害賠償請求権は明示的に放棄されているものとします。また、

著作権はすべて当社等に帰属します。商用、非商用等、その目的を問わず、当資料を無断で引用または複

製することを禁じます。 

【責任の限定】 

当資料は、わが国における金融商品会計の概要について説明するものです。当資料に記載する内容の正

確性については万全の注意を払っていますが、その一方で一切の誤謬が含まれていないことを保証するも

のではありません。また、会計方針の選択、業法の制約、その他個別の事情により、当資料に記載されて

いる内容が妥当しない場合があります（図表 0）。 

■ 図表 0 留意点と当資料の位置付け 

留意点 概要 当資料の位置付け 

法令・基準

等の範囲 

当資料でいう「法令・基準等」には、わが国の法律や政

省令だけでなく、地方自治体の条例、国際条約、国内外

の公的・民間団体等が公表する各種基準も含みます。 

当資料で引用する金融商品会計や金融規

制については、法律・政省令にすべての規

定が盛り込まれているとは限りません。 

規定の解釈 
法令・基準等の規定を実務に適用する際に、個別・具体

的事例に照らして解釈が必要となる場合があります。 

当資料では「私見」と明示した部分を除き、

いかなる解釈を示すものではありません。 

私見部分 

当資料では「当社私見」などと称して当社見解を示して

いることがありますが、具体的な根拠が存在するとは限

りません。 

「当社私見」部分を利用する場合、その見

解の利用者の責任において行われます。当

社はそれにより生じる損害に対し一切の

責任を負いません。 

法令・基準

等の動向 

当資料で参照している法令・基準等については、原則と

して資料作成日時点のものです。 

法令・基準等は改廃があり得るため、当資

料作成日時点と利用時点で規定が異なる

可能性があります。 
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１ 会計基準と財務諸表 

（１） 会計基準の概要 

① 会計基準に準拠すべき法人形態 

会社法第 431 条には「株式会社の会計は、一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うものとす

る」と規定されていますが、本書ではこれを「会計基準」と呼びます。会計基準は株式会社ではない法人

形態にも適用されます（図表 1-1-1）。 

■ 図表 1-1-1 会計基準に準拠すべき法人形態の例 

法人形態 根拠法令の例 法令の規定文言 

株式会社 会社法第 431 条 
株式会社の会計は、一般に公正妥当と認められ

る企業会計の慣行に従うものとする 

信用金庫及び

同連合会 
信用金庫法第 55 条の 2 第 1 項 

金庫の会計は、一般に公正妥当と認められる会

計の慣行に従うものとする 

信用協同組合

及び同連合会 

協同組合による金融事業に関する法律第 5 条の

11 第 1 項 

信用協同組合等の会計は、一般に公正妥当と認

められる会計の慣行に従うものとする 

労働金庫及び

同連合会 
労働金庫法第 59 条の 2 第 1 項 

金庫の会計は、一般に公正妥当と認められる会

計の慣行に従うものとする 

農林中央金庫 農林中央金庫法第 75 条 
農林中央金庫の会計は、一般に公正妥当と認め

られる会計の慣行に従うものとする 

農業協同組合

及び同連合会 
農業協同組合法第 50 条の 5 

組合の会計は、一般に公正妥当と認められる会

計の慣行に従うものとする 

漁業協同組合

及び同連合会 
水産業協同組合法第 54 条の 5 

組合の会計は、一般に公正妥当と認められる会

計の慣行に従うものとする 

相互会社 保険業法第 54 条 
相互会社の会計は、一般に公正妥当と認められ

る企業会計の慣行に従うものとする 

監査法人 公認会計士法第 34 条の 15 の 2 
監査法人の会計は、一般に公正妥当と認められ

る企業会計の慣行に従うものとする 

（出所） 法令 

 

② ＪＰ－ＧＡＡＰとは 

当資料では、会社法第 431 条にいう「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」（つまり「会計基

準」）を、「日本の会計基準」という意味で、「ＪＰ－ＧＡＡＰ（GAAP: Generally Accepted Accounting 

Principles）と表現することがあります。当資料で参照する「ＪＰ－ＧＡＡＰ」自体は、主に民間団体で

ある財務会計基準機構（ＦＡＳＦ）が運営する企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）などが定める一連の基準

をさすこととします。 

ただし、このＪＰ－ＧＡＡＰは、全ての規定が単一の基準書に網羅的に記載されているものではありま

せん。歴史的経緯もあり、現実には職能団体・官庁・有識者委員会等を含めた基準設定主体が公表した基

準・実務指針・実務対応報告・業種別委員会報告等に加え、個別論点に関する報告書・Ｑ＆Ａ等が「会計

基準」を構成しています。これに加え、法人税法を初めとする税法・施行令・施行規則・解釈通達等の体

系や、国税庁の公表するＱ＆Ａ等も、実質的に広義の会計基準の一部を構成しているという側面もありま

す。さらに、預金取扱金融機関に対しては、金融庁による「金融検査マニュアル」や「監督指針」、当局

による各種規制なども、広い意味では業種別の「会計基準」の一部を構成しているという見方もできるで

しょう（図表 1-1-2）。 
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■ 図表 1-1-2 会計基準の設定主体の例 

設定主体 本書略称 備考 

企業会計基準委員会 ASBJ 公益財団法人財務会計基準機構が運営 

日本公認会計士協会 JICPA 公認会計士の職能団体で協会内の各種委員会が実質的な基準設定に関与 

金融庁企業会計審議会 企会審 過去には現在の ASBJ と同等の基準設定を担っていた時期もある 

国税庁 ― 一連の税法に関する体系を管轄している 

金融庁 ― 金融検査マニュアル等を通じて預金取扱金融機関等の監督を実施 

（出所） 当社作成 

また、ＡＳＢＪによる基準の構造は、おおむね「企業会計基準」とこれに対応する「企業会計基準適用

指針」、さらに個別論点等に関する「実務対応報告」から構成されています（図表 1-1-3）。 

■ 図表 1-1-3 会計基準の設定構造の例（会計基準とそれに対応する適用指針の例） 

論点 会計基準 適用指針 

自己株式等 
自己株式及び準備金の額の減少等に関する会

計基準(第 1 号) 

自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針(第 2 号) 

その他資本剰余金の処分による配当を受けた株主の会計処理(第 3 号) 

一株利益 
１株当たり当期純利益に関する会計基準(第 2

号) 
１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針(第 4 号) 

役員賞与 役員賞与に関する会計基準(第 4 号) ― 

純資産の部 
貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準(第 5 号) 
貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針(第 8 号) 

株主資本 
株主資本等変動計算書に関する会計基準(第 6

号) 
株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針(第 9 号) 

退職給付 退職給付に関する会計基準(第 26 号) 
退職給付制度間の移行等に関する会計処理(第 1 号) 

退職給付に関する会計基準の適用指針(第 25 号) 

ストック・

オプション 

ストック・オプション等に関する会計基準(第

8 号) 
ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針(第 11 号) 

棚卸資産 棚卸資産の評価に関する会計基準(第 9 号) ― 

金融商品 金融商品に関する会計基準(第 10 号) 

その他の複合金融商品（払込資本を増加させる可能性のある部分を含まない

複合金融商品)に関する会計処理(第 12 号) 

払込資本を増加させる可能性のある部分を含む複合金融商品に関する会計

処理(第 17 号) 

金融商品の時価等の開示に関する適用指針(第 19 号) 

関連当事者 
関連当事者の開示に関する会計基準(第 11

号) 
関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針(第 13 号) 

四半期開示 四半期財務諸表に関する会計基準(第 12 号) 四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針(第 14 号) 

リース取引 リース取引に関する会計基準(第 13 号) リース取引に関する会計基準の適用指針(第 16 号) 

工事契約 工事契約に関する会計基準(第 15 号) 工事契約に関する会計基準の適用指針(第 18 号) 

連結 
持分法に関する会計基準(第 16 号) 

連結財務諸表に関する会計基準(第 22 号) 

一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針(第 15 号) 

連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針

(第 22 号) 

セグメント 
セグメント情報等の開示に関する会計基準

(第 17 号) 
セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針(第 20 号) 

資産除去 

債務 
資産除去債務に関する会計基準(第 18 号) 資産除去債務に関する会計基準の適用指針(第 21 号) 

賃貸等 

不動産 

賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基

準(第 20 号) 
賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針(第 23 号) 

企業結合 
事業分離等に関する会計基準(第 7 号) 

企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針(第 10 号) 
企業結合に関する会計基準(第 21 号) 

研究開発費 
『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正

(第 23 号) 
― 

変更・誤謬 
会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準(第 24 号) 
会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針(第 24 号) 

包括利益 包括利益の表示に関する会計基準(第 25 号) ― 

減損会計 ― 固定資産の減損に係る会計基準の適用指針(第 6 号) 

（出所） ＡＳＢＪウェブサイト。なお、カッコ内は基準、適用指針の号数。「論点」は当社が設定したもの。ただ

し、現在のＪＰ－ＧＡＡＰの全てをＡＳＢＪが設定している訳ではないため、論点によっては図表中に対

応する基準等が欠落している場合がある  
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③ 法人形態による特殊な会計基準の存在 

わが国では、法人や組織の形態、会計の利用目的等に応じて、ＪＰ－ＧＡＡＰとは異なる会計上の指針・

基準等が設けられている場合があります（図表 1-1-4）。 

■ 図表 1-1-4 業法等による「特別な会計基準」の例 

組織形態 根拠法 法令規定とその適用 

学校法人 
私立学校振興助成法第 14 条第

１項 

同法上の補助金を受ける学校法人は「学校法人会計基準」に従

い財務計算に関する書類を作成しなければならない 

独立行政法人 

中央省庁等改革基本法第 38 条

第３号、独立行政法人通則法第

37 条 

原則として企業会計原則によるものとするが、総務省「独立行

政法人会計基準研究会」が制度・財務構造等の特殊性を考慮し

て必要な修正を加えた独立行政法人会計基準を公表している 

公益法人 

一般社団法人及び一般財団法人

に関する法律第 119 条及び第

199 条等 

「その行う事業に応じて、一般に公正妥当と認められる会計の

慣行に従う」とされているが、内閣府公益認定等委員会が「公

益法人会計基準」を公表している 

（出所） 法令、総務省ウェブサイト等 

④ 会社の規模等に応じた「指針・要領」 

会社法第 431 条にいう「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」（当資料のＪＰ－ＧＡＡＰ）に

ついては、会社法本文でその具体的な範囲が指定されているわけではなく、各種業界団体や研究会などが、

企業の規模等に応じて、何らかの「指針・要領」のようなものを定めているケースがあります（図表 1-1-5。

ただし、これらの「指針・要領」等を用いて会計処理を行ったとしても、それが会社法等にいう「ＪＰ－

ＧＡＡＰ」としての適格要件を満たしているという保証はありません）。 

■ 図表 1-1-5 特殊な会計「基準」 

名称 位置付け 公表主体 備考 

中小企業の

会計に関す

る指針 

「中小企業が、計算書類の作成に当たり、

拠ることが望ましい会計処理や注記等を

示すもの。中小企業は、本指針に拠り計

算書類を作成することが推奨される」 

日本税理士会連合会、日

本公認会計士協会、日本

商工会議所、企業会計基

準委員会の４団体 

この指針の利用が「望まし

い」「推奨される」という記

載は同指針に記載されてい

る文言に過ぎない 

中小企業の

会計に関す

る基本要領 

「中小企業の多様な実態に配慮し、その

成長に資するため、中小企業が会社法上

の計算書類等を作成する際に、参照する

ための会計処理や注記等を示すもの」 

中小企業庁「中小企業の

会計に関する検討会」 

「中小企業の会計に関する

指針」との関係は不明 

IFRS for 

SMEs 

a self-contained Standard designed 

to meet the needs and capabilities of 

small and medium-sized entities 

(SMEs), which are estimated to 

account for over 95 per cent of all 

companies around the world 

国際会計基準審議会 

（ＩＡＳＢ） 

ＩＦＲＳ自体が空中分解の

危機にある中で、少なくと

もわが国においては会社法

上の「一般に公正妥当な」

会計慣行であるとは認めが

たい（当社私見） 

（出所） 当社作成 
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（２） 企業会計の前提：「純資産直入」 

① 「純資産の部」とは 

金融商品会計基準には「純資産直入」などの特殊な概念も多く、これらを理解するためには貸借対照

表の「純資産の部」の構造を把握しておくことが必要です（図表 1-2-1）。 

■ 図表 1-2-1 純資産の部の構造 

 個別貸借対照表 連結貸借対照表 備考 

 （純資産の部） （純資産の部）  

 Ⅰ 株主資本 Ⅰ 株主資本  

  １ 資本金  １ 資本金  

  ２ 新株式申込証拠金  ２ 新株式申込証拠金  

  ３ 資本剰余金  ３ 資本剰余金  

   (1) 資本準備金  ※１ 

   (2) その他資本剰余金  ※１ 

  ４ 利益剰余金  ４ 利益剰余金  

   (1) 利益準備金  ※１ 

   (2) その他利益剰余金  ※１ 

      ××積立金  ※１ 

      繰越利益剰余金  ※１ 

  ５ 自己株式  ５ 自己株式  

  ６ 自己株式申込証拠金  ６ 自己株式申込証拠金  

いわゆる 

純資産直入項目 

Ⅱ 評価・換算差額等 Ⅱ その他の包括利益累計額  

 １ その他有価証券評価差額金  １ その他有価証券評価差額金  

 ２ 繰延ヘッジ損益  ２ 繰延ヘッジ損益  

 ３ 土地再評価差額金  ３ 土地再評価差額金  

  ４ 為替換算調整勘定 ※２ 

  ５ 退職給付に係る調整累計額 ※２ 

 Ⅲ 新株予約権 Ⅲ 新株予約権  

  Ⅳ 非支配株主持分 ※２ 

（出所） 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」第３項より当社作成。※１は連結財務

諸表上、記載が省略される項目で、※２は連結特有の（個別財務諸表に存在しない）項目 

このうち、個別貸借対照表の「Ⅱ 評価・換算差額等」や連結貸借対照表の「Ⅱ その他の包括利益累

計額」の項目は、損益計算書上の「当期純利益」に含まれません。 

 

② 純資産直入処理について 

現在の企業会計では、時価評価される項目であっても、当期の損益として計上されるとは限りません。

特に、金融商品会計を初めとする現在の企業会計を理解するうえでは、「純資産直入」「その他の包括利益」

に対する理解が重要です（図表 1-2-2）。 

■ 図表 1-2-2 当期純利益と純資産直入／ＯＣＩ 

略称 意味合い 備考 

Ｐ／Ｌ 
時価評価差額等が当期の損益として処理され

る項目 

原則として、「当期純利益」は損益計算書（Ｐ／Ｌ）の末

尾に掲記されるため、「当期の損益」をＰ／Ｌと略す 

ＯＣＩ 

時価評価差額等が当期の損益として処理され

ない項目であって、「純資産直入処理」または

「その他の包括利益」に計上されるもの 

「 そ の 他 の 包 括 利 益 」 と は 英 文 の “Other 

Comprehensive Income”の直訳であり、ＯＣＩとはそ

の頭文字３字を略した用語 

（出所） 当社作成 
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簡単な設例を利用して、「純資産直入」項目が存在しない場合と、発生した場合のそれぞれの事例を概

観してみましょう（図表 1-2-3、図表 1-2-4）。 

■ 図表 1-2-3 「純資産直入」が存在しない場合の設例 

 

（出所） 当社作成 

■ 図表 1-2-4 「純資産直入」項目が発生した場合の設例 

 

（出所） 当社作成 

資産 

負債 

純資産 

期初の貸借対照表 

資産 

負債 

純資産 

1 年度の全取引の集計 

収益 

費用 

資産 

期末の貸借対照表 

設例① ある企業はある１年度において、収益を 200、費用を 100 計上し、その結果、資産が 100 だ

け増加した。この企業の「当期純利益」はいくらで、期末の純資産はいくら増えているか？ 

100 
200 

この設例において、１年度後に純資産が増加した金額は

100 であり、当期純利益の金額（200－100＝100）と

一致している。このため、純資産の増減要因は損益計算書で

全て説明が付く。 

１年間の損益計算書 

資産 

負債 

純資産 

 

期末の貸借対照表 

収益 
費用 

当期純利益 

当期純利益 

純資産 

 

 

 

 

資産 

負債 

純資産 

期初の貸借対照表 

資産 

 

 

 

負債 

純資産 

 

 

 

1 年度の全取引の集計 

収益 

費用 

資産 

 

 

 

負債 

期末の貸借対照表 

収益 
費用 

当期純利益 

当期純利益 

設例② ある企業はある１年度において、収益を 200、費用を 100 計上し、それ以外に保有する金融商品を

時価評価したことで純資産直入項目が「200」発生。その結果、資産が 300 だけ増加した。この企

業の「当期純利益」はいくらで、期末の純資産はいくら増えているか？ 

100 

200 

この設例において、１年度後に純資産が増加した金額は 300 であ

り、当期純利益の金額（200－100＝100）と 200 のズレが生じ

ている。このため、純資産の増減要因に損益計算書で説明が付かな

い部分が生じているが、これが「純資産直入項目」（もしくは「包括

利益」）項目である。 

評価差額 評価差額 

１年間の損益計算書 

うち当期純

利益を経由

しない部分 

うち当期純

利益を経由

しない部分 
200 
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企業会計基準第 25 号「包括利益の表示に関する会計基準」によると、「包括利益」とは、「ある企業の

特定期間の財務諸表において認識された純資産の変動額のうち、当該企業の純資産に対する持分所有者と

の直接的な取引によらない部分をいう」とされています（図表 1-2-5）。 

■ 図表 1-2-5 当期純利益と包括利益（事業会社を前提） 

 
（出所） 当社作成 

 

  

売上高 

売上原価 

販売費及び

一般管理費 

営業外損益 

特別損益 

法人税等 

売上総利益 

営業利益 

経常利益 

当期純利益 

純資産直入

処理による

増加部分 

包括利益 

その他の 

包括利益 

（ＯＣＩ） 

実際には連結財務諸表上、Ｏ

ＣＩは「非支配株主持分」等

に分離して計上されることも

あるが、ここでは簡便のため、

「非支配株主持分」は存在し

ないものと仮定。また、税効

果会計は考慮していない。 
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（３） 会計基準の国際的調和 

① 国際的な会計基準 

会計基準は、日本でも諸外国でも、民間団体等が設定・公表しています（図表 1-3-1）。 

■ 図表 1-3-1 他国の会計基準 

団体等の名称 略称 所在 設定する基準 主な利用国 

企業会計基準委員会 ＡＳＢＪ 日本 ＪＰ－ＧＡＡＰ 日本 

米国財務会計基準機構 ＦＡＳＢ 米国 ＵＳ－ＧＡＡＰ 米国 

国際会計基準審議会 ＩＡＳＢ 英国 ＩＦＲＳ 
欧州を中心に広く採用されているものの、事実

上のカーブ・アウト（良い所取り）が横行 

（出所） 当社作成 

このうち「国際財務報告基準」（ＩＦＲＳ）については欧州連合（ＥＵ）を中心に利用されていますが、

世界各国（特に米国と日本）が無条件にＩＦＲＳを採用しているという状況にはありません（図表 1-3-2）。 

■ 図表 1-3-2 主要国とＩＦＲＳ 

用語 上場会社へのＩＦＲＳの適用 備考 

欧州連合 

（ＥＵ） 

一定規模・要件を満たした企業はＥＵが認

めたＩＦＲＳにより連結財務諸表を開示す

る義務がある 

ＥＵ加盟国はＥＵが承認したＩＦＲＳを国内企業に対

し適用を義務付けるか適用を任意で容認するかの選択

肢を有する 

日本 

一定要件を満たした企業に対し金融庁が承

認したＩＦＲＳを用いて連結財務諸表を開

示することが容認される 

ＩＦＲＳ、日本基準（ＪＰ－ＧＡＡＰ）、日本が修正し

た 国 際 基 準 （ Japan’s Modified International 

Standards, JMIS）、ＵＳ－ＧＡＡＰが並立 

米国 

ＳＥＣの定義する外国上場企業はＩＡＳＢ

が発行したＩＦＲＳを利用して連結財務諸

表を開示することが容認される 

米国国内企業に対してはＩＦＲＳの適用は認められな

い（ＵＳ－ＧＡＡＰのみ） 

香港 

国内企業は原則として香港財務報告基準

（ＨＫＦＲＳ）・ＩＦＲＳいずれかの開示が

必要で、国外企業はＩＦＲＳの適用可能 

ＨＫＦＲＳはＩＦＲＳを参考に香港で利用するために

策定されている基準 

シンガポ

ール 

国内企業は原則として国内会計基準（ＳＦ

ＲＳ）により開示が必要だが、当局商人を

条件にＩＦＲＳの採用も可能 

外国企業はＳＦＲＳ、ＩＦＲＳ、ＵＳ－ＧＡＡＰいずれ

かの選択適用が可能 

（出所） 当社作成 

会計基準の「国際的調和」を巡っては、いくつかの考え方が存在しています（図表 1-3-3）。 

■ 図表 1-3-4 会計基準の「国際的調和」に対する考え方の例 

用語 当資料の意味合い 日本の概況 

コンバージェンス 
複数の会計基準間の主要な差異

を解消すること 

ＡＳＢＪとＩＡＳＢが 2007 年に締結した「東京合意」は、

中途半端な状態で 2011 年に（一応）「終了」 

アドプション 

上場会社などに限定し、一定要件

を満たした会社にＩＦＲＳ適用

を容認または強制すること 

金融庁は 2011 年、「全ての上場企業にＩＦＲＳを強制適

用」する方針を実質的に放棄。任意適用要件を緩和し、Ｉ

ＦＲＳ採用企業数の積み上げを図る方針に転換 

エンドースメント 

特定国・地域がＩＡＳＢの公表し

た基準を「丸呑み」せず、「個別

承認」（良い所取り）すること 

日本では「修正国際基準（ＪＭＩＳ）」なる「会計基準」が

公表されたものの、どの程度の日本企業がこれを採用する

かは不透明 

コンドースメント 
特定国がＩＦＲＳを自国の監視

下において開発すること 

日本の場合、ＩＦＲＳについては「英文を和訳するだけ」

の状況であり、コンドースメントには程遠いのが現況 

ダイバージェンス 
コンバージェンス、アドプション

を停止すること 

金融危機・欧州債務危機等に際し、その場しのぎ・非理論

的な会計基準がＩＡＳＢから相次いで公表されたことに加

え、ＩＡＳＢとＢＣＢＳとの深刻な対立も存在している 

（出所） 当社作成 
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② わが国におけるＩＦＲＳ 

わが国におけるＩＦＲＳを巡る議論をまとめておきましょう（図表 1-3-4）。 

■ 図表 1-3-4 わが国におけるＩＦＲＳを巡る議論 

 

（出所） 当社作成 

現在のわが国では、上場会社においては、一定要件を満たす場合に複数の会計基準による連結財務諸表

の作成が容認されています（図表 1-3-5）。 

■ 図表 1-3-5 日本の上場会社の会計基準 

区分 会計処理 個別財務諸表 連結財務諸表 

欧州 各国の会計・税務基準等 （開示義務なし） ＩＦＲＳ 

米
国 

米国企業 ＵＳ－ＧＡＡＰ （開示義務なし） ＵＳ－ＧＡＡＰ 

外国企業 （規定なし） （開示義務なし） ＵＳ－ＧＡＡＰかＩＦＲＳ 

日
本 

原則 ＪＰ－ＧＡＡＰ ＪＰ－ＧＡＡＰ ＪＰ－ＧＡＡＰ 

米国に上場する企業 ＪＰ－ＧＡＡＰ ＪＰ－ＧＡＡＰ ＪＰ－ＧＡＡＰかＵＳ－ＧＡＡＰ 

ＩＦＲＳ適用企業 ＪＰ－ＧＡＡＰ ＪＰ－ＧＡＡＰ ＩＦＲＳ 

ＪＭＩＳ適用企業 ＪＰ－ＧＡＡＰ ＪＰ－ＧＡＡＰ ＪＭＩＳ 

（参考）非上場企業 ＪＰ－ＧＡＡＰ ＪＰ－ＧＡＡＰ （原則として開示義務なし） 

（出所） 各種報道等より当社作成 

なお、わが国で利用されている「ＩＦＲＳ」は、ＩＡＳＢが公表した基準がそのまますぐに利用される

のではなく、金融庁が「指定国際会計基準※」として指定することにより初めて強制力を発揮します。 

（※） 原文ママ。なお、ＩＦＲＳとは“International Financial Reporting Standards”であるため、当資料

では「国際会計基準」ではなく「国際財務報告基準」の訳を利用することにしています。  

2007 年８月 会計基準のコンバージェンスに関する東京合意 

ＡＳＢＪとＩＡＳＢは2011年６月までに会計基準のコンバージェンスを達成することを

目標に合意。なお、2011 年６月時点において、ＩＡＳＢ側で金融商品会計基準の見直し

プロジェクトが迷走するなどしていたが、両団体はいくつかの分野を除き、コンバージェ

ンス手続が終了したと一方的に宣言した。 

2009 年６月 金融庁・企業会計審議会による「中間報告」 

● 一定要件を満たした会社に対し、2010 年３月期からの連結財務諸表についてＩＦＲＳ

の適用を容認する 

● 将来的にわが国全ての上場会社にＩＦＲＳを強制適用することを検討すべき 

● 強制適用すべきかどうかは 2012 年に判断し、強制適用する場合は 2015 年か 2016

年から全ての上場会社に適用 

2011 年６月 自見庄三郎・金融担当大臣による「大臣談話」 

● 「中間報告」以降、国内外でさまざまな状況変化が発生（米欧のコンバージェンス作業

延期、産業界からの要望書の提出、東日本大震災の発生、ＩＦＲＳを巡る国際的駆け引

きの激化 等） 

● 少なくとも 2015 年３月期からの強制適用については考えていない 

● 2016 年３月期で使用修了とされた米国基準での開示は使用期限を撤廃 

2013 年６月 金融庁・企業会計審議会による「ＩＦＲＳへの対応のあり方に関する当面の方針」 

● ＩＦＲＳの任意適用要件を緩和し、ＩＦＲＳ任意適用社数の積上げを図るべき 

● わが国におけるＩＦＲＳの強制適用については、未だその判断をすべき状況にない 
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【コラム】ＩＦＲＳの性格と発音 

 

わが国の場合、会社法第４３１条で「株式会社の会計は、一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に

従うものとする」と規定されており、この「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」が、俗にいう

会計基準です。本論で触れたとおり、わが国においては事実上、企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）が一連

の基準を設定していますが、歴史的経緯や法的理由もあり、企業会計審議会や日本公認会計士協会（ＪＩ

ＣＰＡ）、国税庁なども、事実上、会計基準の体系の策定に関与しています。そして、「わが国において一

般に公正妥当な会計基準」を、当資料では「ＪＰ－ＧＡＡＰ」と略していますが、米国の会計基準（当資

料でいう「ＵＳ－ＧＡＡＰ」）と同様、会計処理の方法から開示規則までを細かく定めたルールを意味し

ます。 

一方、ＩＦＲＳとは会計基準そのものではなく、あくまでもその本質は「 Financial Reporting 

Standards」、すなわち「財務報告基準」です。したがって、本来であれば「国際財務報告基準」と称す

べきです。しかし、ＩＦＲＳを「国際会計基準」と誤訳する事例が多く、特に金融庁自身が「指定国際会

計基準」という誤訳を利用しているため、わが国ではＩＦＲＳが「会計基準の一種である」と見られてい

る事例が多いようです。なお、当資料では、原語に即し、特に必要がない限りは「国際財務報告基準」と

訳しています。 

 

ところでこの「ＩＦＲＳ」については、ＩＡＳＢ自身が正式な読み方を公表していません。そこで、どの

ように発音するのかについて、当社は独自調査を行っております（図表 1-3-6）。 

 

■図表 1-3-6 What is IFRS? 

読み方 出所？ 備考 

アイファース 

アイファーズ 

「週刊ダイヤモンド」（2009 年 10 月 30 日号）

が「まるわかりＩＦＲＳ」という特集記事を組ん

だ際にカタカナで「アイファース」と併記？ 

英語的には「アイ」＋「Ｆ」という単語

は不適切な表現を連想させるものとして

忌避されているという指摘も（当社調べ） 
アイファス 上記「アイファース」の変形？ 

いふぁあす 
上記「アイファース」の「Ｉ」を「イ」と発音し

たものか？ 

英語圏で「いふぁあす」（/ifaasu/）とい

う発音が存在するかどうか確認できない 

アイエファーレス ＩＦＲＳをそのまま読んだもの 英語圏では最も一般的な発音（当社調べ） 

イフルス ＩＦＲＳをローマ字風に読み替えたもの 
「イフルス」という読みは当社以外では

確認できない 

（出所） 当社作成 

 

わが国においては「ＩＦＲＳ」を「いふぁあす」/ifaasu/と発音する人も多いようですが、「ＦＲＳ」を

「ファース」と英語風に発音するなら「Ｉ」の部分は「アイ」と英語風に発音すべきですし、「Ｉ」を「イ」

と読むならそれは英語ではなく、従って「ＦＲＳ」部分は「フルス」と呼ぶべきです。したがって、英語

論の立場からは、「ＩＦＲＳ」を「いふぁあす」と発音することは明確な誤りと判断して良いでしょう。 
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（４） 会計業界の現状 

わが国では、公認会計士試験制度は 2006 年より変更され（図表 1-5-1）、合格者の数も一時増加してい

ました（図表 1-5-2）。 

■ 図表 1-5-1 公認会計士試験制度改革の概要 

 
（出所） 当社作成。なお、この図表は「受験案内」ではありません。公認会計士試験の受験や開業登録などを希望

する場合は、金融庁、日本公認会計士協会、各種受験予備校等にお問い合わせください。 

 

■ 図表 1-5-2 公認会計士試験受験者・合格者数の推移 

 
（出所） 公認会計士・監査審査会ウェブサイト「平成 27 年度公認会計士試験合格者調」より当社作成。なお、願

書提出者数、論文式合格者数、合格率はいずれも旧公認会計士第二次試験合格者を含まない 

2006 年以降の公認会計士試験制度 

短
答
式
試
験 

論
文
式
試
験 

４科目 

年２回 
５科目 

年１回 

● 短答式試験は年２回実施（2010 年以降） 

 →いずれかに合格すれば論文式受験可能 

● 短答・論文ともに試験の科目免除制度拡充 

● 条件付きながらも科目合格制度も導入 

合格 

実務補習所 

通常３年 

※ 業務補助等の経験年数に応

じ１～２年に短縮可能 

実務経験：務補助又は実務従事 

通算して２年以上の実務経験 

※ 公認会計士試験合格の前後を問わない 

※ 監査証明業務以外の実務従事も「実務経

験」として認められるケースがある 

修了考査 

2005 年以前の公認会計士試験制度 

第
一
次
試
験 

第
二
次
試
験 

短答式試験 

論文式試験 

合格 

大学卒業者等は第一次試験が免除される 

公
認
会
計
士
登
録 

会
計
士
補
登
録 

第
三
次
試
験 

論文式試験 

口述式試験 

合格 

公
認
会
計
士
登
録 

実務補習 

実務経験 

3 年以上 

願書提出者数

論文式合格者

（１０倍表示）

合格率（右軸）

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

-

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

1995年度 2000年度 2005年度 2010年度 2015年度

試験制度改革後 

●2007（平成 19）年度： 

受験者：20,443 人 

合格者：2,695 人 

合格率：14.79％ 

 

●2008（平成 20）年度： 

受験者：25,147 人 

合格者：3,024 人 

合格率：15.32％ 

 

※ 「受験者」とは願書提出者

数、「合格者」とは論文式試

験合格者数（旧第二次試験合

格者を除く） 
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２ 金融危機と会計基準 

（１） 金融商品会計基準の体系 

① 有価証券の保有目的区分 

日本の金融商品会計基準では、資産として保有する有価証券はいくつかの保有目的区分に分類すること

が求められています（図表 2-1-1）。 

■ 図表 2-1-1 有価証券の保有目的区分（日本基準） 

保有目的区分 根拠規定 定義 処理の概要 

売買目的有価証券 

（売買） 

基準第 15 項、実務指針

第 68 項～第 71 項等 

時価の変動により利益

を得ることを目的とし

て保有する有価証券 

貸借対照表日における時価をもって貸

借対照表価額とし、評価差額は当期の損

益として処理する 

満期保有目的の債券 

（満期） 

基準第 16 項、実務指針

第 68 項～第 71 項等 

満期まで所有する意図

をもって保有する社債

その他の債券 

取得原価をもって貸借対照表価額とす

るが、債券を額面と異なる金額で取得し

た場合、それが金利調整と認められる場

合には償却原価法で処理する 

子会社株式及び関連

会社株式（子・関連） 
基準第 17 項 

子会社・関連会社に対

する投資等 

個別財務諸表上は取得原価をもって貸

借対照表価額とする 

その他有価証券 

（その他） 

基準第 18 項、実務指針

第 72 項～第 75 項等 
上記以外の有価証券 

貸借対照表日における時価をもって貸

借対照表価額とし、時価と取得原価の差

額、又は時価と償却原価との差額をその

他有価証券評価差額金として認識する 

保険業における責任

準備金対応債券 
第 21 号報告 

（保険業のみに容認さ

れる特例的な区分） 

償却原価法（第 21 号報告）により処理

するほか、特有の取扱いが認められる 

（出所） 各種会計基準より当社作成。「保有目的区分」欄のカッコ書きは当資料内で使用する略語 

保有目的による区分は、通常、取得時に行い、また、保有目的区分の変更は一定の場合を除いて原則と

して認められません（図表 2-1-2）。 

■ 図表 2-1-2 日本基準における保有目的区分の変更 

変更前 変更後 変更できる場合、または変更しなければならない場合 実務指針 

満期 
売買 

その他 

「テインティング規定」により全ての満期保有目的の債券を振り替える場合

と、正当な理由により一部の銘柄のみ振り替える場合がある 

第 83 項 

第 84 項 

売買 その他 
資金運用方針の変更や法令・基準等の改正・適用による有価証券のトレーディ

ング業務の廃止 
第 85 項 

その他 売買 
資金運用方針の変更や法令・基準等の改正・適用による有価証券のトレーディ

ング業務の開始、頻繁な有価証券の売買が客観的に認められる場合 
第 86 項 

売買 子・関連 株式の追加取得等による持分比率の変動 第 87 項 

その他 子・関連 株式の追加取得等による持分比率の変動 第 88 項 

子・関連 
売買 

その他 
株式の売却等による持分比率の変動 第 89 項 

売買 

その他 
満期 （このような変更は認められない） ― 

（出所） 当社作成 
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② 保有目的区分別の会計処理 

日本基準を前提として、金融商品の保有目的区分別の会計処理の事例を概観してみましょう。ここでは、

大きく分けて債券の場合（図表 2-1-3）と債券以外の場合（図表 2-1-4）を紹介します（なお、ここでは

税効果会計を考慮していません）。 

■ 図表 2-1-3 債券の会計処理例 

 
（出所） 当社作成 

■ 図表 2-1-4 債券以外の金融商品 

 

（出所） 当社作成 

  

売買目的有価証券の場合 
 

【借方】（売買目的有価証券） 3 

／【貸方】（売買目的有価証券評価益） 3 

 

売買目的有価証券の場合、「償却

原価」の概念は会計上、利用され

ず、取得原価と期末時価の差額

（Ａ＋Ｂ）がそのまま当期の損益

として計上される 

満期保有目的の債券の場合 
 

【借方】（満期保有目的の債券） 1 

／【貸方】（受取利息配当金） 1 

 

満期保有目的の債券の場合、「時

価」の概念は会計上、利用されず、

償却原価法（Ａ）のみが適用され、

期末は償却原価により評価され

る 

その他有価証券の場合 
（※全部純資産直入法） 

 

【借方】（その他有価証券） 3 

／【貸方】 （受取利息配当金） 1 

 （その他有価証券評価差額金） 2 

 

その他有価証券の場合、「償却原

価」（Ａ）と「時価」（Ｂ）の両方

が会計上利用されるが、その際、

当期の損益として計上されるの

は償却原価法適用による部分の

みであり、時価による差額は純資

産直入処理される 

 

 

曲線：時価 

 

直線：償却原価 

 曲線：時価 

直線：償却原価 

直線：償却原価 

曲線：時価 100 

99 

98 

97 

96 

95 

X0/4/1 X1/3/31 X2/3/31 X3/3/31 X4/3/31 X5/3/31 

【設例】 
ある企業（決算日は毎年 3 月 31 日）は、X0

年 4 月 1 日に、満期 5 年（X5/3/31 償還）、

額面 100 の債券を 95 で取得した。約定日と

受渡日は一致しており、また、取得差額はその

全額が金利調整差額であると仮定する。この債

券の時価が、X1/3/31 時点で 98 に上昇して

いたとき、X1/3/31 時点における保有目的ご

との会計処理を示せ。 
※ ここでは、償却原価法を適用する場合は定

額法とし、毎年 1 ずつ償却するものとする。 

Ｂ 

Ａ (100-95)÷5＝1 

98-96＝2 

設例： ある３月末決算の企業は、×１年４月１日に時価のある株式を 100 の取得原価で取得した。×２年３

月 31 日時点でこの株式の時価は 150 に上昇していた。この時の保有目的区分ごとの会計処理を示せ。 

区分 借方 貸方 備考 

売買 売買目的有価証券 50 売買目的有価証券評価益 50 評価差額を当期の損益に計上 

子・関連 （仕訳なし） 個別財務諸表上、評価を行わない 

その他 その他有価証券 50 その他有価証券評価差額金 50 評価差額を純資産直入処理 
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③ 保有目的区分と財務上の効果 

保有目的区分に応じた有価証券の会計処理をまとめると、図表 2-1-5 の通りです。 

■ 図表 2-1-5 金融商品ごとの会計処理 

区分 債券の場合 株式の場合 投資信託等の場合 

売買 
時価評価し評価差額を当期の損

益として処理 

時価評価し評価差額を当期の損

益として処理 

時価評価し評価差額を当期の

損益として処理 

満期 償却原価法を適用 ― 償却原価法を適用 

子・関連 ― 

個別財務諸表上は取得原価によ

り評価し、連結財務諸表上は資

本連結又は持分法を適用 

― 

その他 
償却原価法を適用したうえで時

価評価差額を純資産直入処理 
時価評価差額を資産直入処理 

時価評価差額を純資産直入処

理 

（出所） 当社作成 

これを踏まえて、仮に「保有する金融商品の時価が急激に下落した場合」の「財務上の効果」を、保有

目的区分別に検討してみましょう（図表 2-1-6）。 

■ 図表 2-1-6 資産下落時の財務上の効果 

 
（出所） 当社作成 

すなわち、仮に金融商品（有価証券・債券）を「満期保有目的の債券」として保有していた場合、その

金融商品の急激な市場価格変動については、会計上、当期の損益・ＯＣＩいずれにも計上されないことに

なります（図表 2-1-7、ただし減損ルールが適用される場合を除く）。 

■ 図表 2-1-7 Ｐ／Ｌ、純資産への影響 

区分 当期純利益への影響 純資産の部への影響 

売買 
あり： 売買目的有価証券は評価損益が当期の損

益として処理されるため 

あり： 売買目的有価証券は評価損益が当期の損

益として処理されるため 

満期 なし： 有価証券の時価は会計上認識されない なし： 有価証券の時価は会計上認識されない 

その他 
なし： その他有価証券の評価差額は当期の損益

として処理されない 

あり： 評価差額は「純資産直入（ＯＣＩ）処理」

により純資産の部に計上されるため 

（出所） 当社作成  

【設例】 

３月末決算のある企業は金融商品（債

券）を資産として保有しており、その金

融商品の償却原価及び公正価値はＸ８

年４月１日時点において 95、残存期間

は５年だった。Ｘ８年９月 15 日に大手

金融機関Ｌ社が突如として経営破綻し、

この金融商品の時価は 50 に下落した。

Ｘ９年３月31日時点の保有目的区分別

会計処理を示せ。なお、税効果会計、金

融商品の減損等については考慮しない。 

直線：償却原価 

100 

99 

98 

97 

96 

95 

 

50 

X0/4/1 X1/3/31 X2/3/31 X3/3/31 X4/3/31 X5/3/31 

Ａ (100-95)÷5＝1 

時価 

95-50＝45 

96-50＝46 Ｂ 

区分 会計処理 備考 

売買 売買目的有価証券評価損 45／ 売買目的有価証券 45 評価損はＰ／Ｌ計上 

満期 満期保有目的の債券 1／ 有価証券利息配当金 1 評価損は認識されない 

その他 
その他有価証券評価差額金 46／ 有価証券利息配当金 1 

  その他有価証券 45 

評価損はＯＣＩ処理 

→自己資本には影響あり 
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④ 満期保有目的の「使い勝手」 

「満期保有目的の債券」の保有目的区分に関する特徴をまとめておきましょう（図表 2-1-8）。 

■ 図表 2-1-8 「満期保有目的の債券」の特徴（日本基準の場合） 

 

（出所） 当社作成  

時価評価の対象外 

Ｂ／Ｓ面：時価評価差額が「純資産の部」に計上されない 

Ｐ／Ｌ面：時価評価差額が「当期純利益」に計上されない 

「満期保有目的の債券」の区分を使うための３条件（実務指針第 68 項、第 69 項等） 

① あらかじめ償還日が定められていること 

 ⇒ 普通株式のような「償還期限のないもの」を満期保有目的に区分することはできない 

 ⇒ ただし、永久債やコーラブル債のようなものであっても、「償還日が合理的に予測できる場合」

には満期保有目的の債券として保有できることがある 

② 額面金額の償還が予定されていること 

 ⇒ 信用リスクがある債券の場合、指定格付機関による格付その他の合理的な判断基準により、投資

家が満期保有の適格要件を定めておくことが必要 

 ⇒ 元本リスクのある仕組債は満期保有要件を満たさない 

③ 所有者側に満期まで所有する意思と能力があること 

 ⇒ 保有期間が漠然としている場合や所有者側の満期まで所有する能力が欠如している場合、他の要

件を満たしていたとしても、満期保有目的の債券として保有することができない 

 ⇒ 正当な理由なく満期保有目的の債券を償還期限前に売却した場合にはペナルティあり 

テインティング規定（実務指針第 83 項） 

【考察】 

● 「満期保有目的の債券」の区分は資産購入時点で指定する必要があるため、時価が急落したような

場合であっても、「売買目的有価証券」「その他有価証券」の区分で購入した資産を「後から」満期

保有目的の債券の区分に振り替えるなどの会計処理はできない 
● 「満期保有目的の債券」の趣旨は「債券の保有にともなうキャッシュ・フローを満期まで保有する

ことによりあらかじめ確定させようとする企業の合理的な投資行動を時価評価の例外的取扱いとし

て認める」ものであり（実務指針第 281 項）、安易な時価評価逃れを抑止するためにテインティン

グ規定が設けられている 
● 「満期保有目的の債券」に区分された資産を売却しようと考えた場合、「毎期少しずつ売却する」と

いう手法は使えない 

① 満期保有目的の債券を一部でも売却・区分変更した場合、満期保有目的に区分された残りすべての

債券の保有目的区分を変更しなければならない 
② その事業年度を含む「２事業年度」において、取得した債券を満期保有目的の区分に分類すること

ができない 

金融危機の際、緊急避難的に「満期保有目的の債券」の区分を使うことはできない 

債券を「満期保有目的の債券」の区分で保有するためには、債券を取得した時点でその

ように区分指定をしておく必要があるため。また、少なくとも日本基準の場合、信用リ

スクが増大したような債券を満期保有目的の債券の区分で保有し続けることはできない 

「満期保有目的の債券」の区分の債券を少しずつ「損切り」することはできない 

「満期保有目的の債券」の区分で保有する債券は、一部でも売却してしまうと、残り全

ての「満期保有目的の債券」に区分された債券を区分変更しなければならない 
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（２） ＩＦＲＳ９の迷走 

① 金融危機とＩＡＳ３９ 

2008 年９月に発生した金融危機以前において、ＩＦＲＳの金融商品会計基準は「ＩＡＳ３９」が用いら

れていました。ＩＡＳ３９における保有目的区分は図表 2-2-1 の通りです。 

■ 図表 2-2-1 ＩＡＳ３９の３つの保有目的区分 

ＩＡＳ３９の保有目的区分 会計処理 わが国の会計基準 

トレーディング・公正価値オプション 公正価値評価・Ｐ／Ｌ処理（ＦＶＰＬ） 売買目的有価証券 

売却可能金融商品（ＡＦＳ） 公正価値評価・ＯＣＩ処理（ＦＶＯＣＩ） その他有価証券 

満期保有目的投資・貸付金及び債権 償却原価評価 満期保有目的の債券 

（出所） ＩＡＳ３９及び日本の金融商品会計基準より当社作成 

 

② 区分変更の容認 

2008 年 10 月 13 日、ＩＡＳＢは「デュー・プロセス」を無視し、ＩＡＳ３９を突然「改訂」。トレーデ

ィング勘定において保有する金融資産を「満期保有目的投資・貸付金及び債権」の区分に変更することを

容認しました（図表 2-2-2）。 

■ 図表 2-2-2 【想像図】不良資産の区分変更の容認 

 

（出所） 2008 年 10 月～11 月の各種報道資料より当社作成 

これを受けて、たとえば英フィナンシャル・タイムズ紙（the Financial Times, FT）の 2008 年 10 月

31 日付記事では、ある欧州の大手金融機関が次の会計処理を行ったと報じられています。 

 

“(銀行名) reclassified almost €25bn ($32.4bn) of assets as loans that it will now hold until 

maturity, including €7.1bn of funded leveraged finance loans - which the bank had intended 

should be sold on - and €9.7bn in asset-backed commercial paper conduits.” 

（仮訳）「●●（銀行名）は約 250 億ユーロ（324 億ドル）分の資産を満期まで保有する貸付金として

区分変更した。これらの中には、同行が売却を意図していた 71 億ユーロ相当のファンデッド・レバレッ

ジド・ローンや 97 億ユーロ相当のＡＢＣＰ導管体も含まれている。」 

 

 

  

直線：償却原価 

2008 年 6 月 9 月 12 月 2009 年３月 

時価 

「トレーディング資産」を「満期保有目的投資・貸付金及び債

権」の区分に遡及的に振り替えた結果、2008 年９月（四半期）

決算において計上されなかった可能性のある時価評価損失部分 

償却原価で評価する区分（満期保有目的投資・貸付金及び債権）

に後付けで振り替えることを容認したＩＡＳ３９を利用し、欧

州の複数の金融機関が損失計上を回避か？ 
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③ 2009 年版ＩＦＲＳ９ 

ＩＡＳＢは 2009 年 11 月 12 日に、「金融商品会計基準の簡素化」と称してＩＦＲＳ第９号「金融商品」

を公表し、ＩＡＳ３９の３つの保有目的区分を４つに簡素化すると公表しました（図表 2-2-3）。 

■ 図表 2-2-3 ＩＦＲＳ９の当初の区分：３つの区分を４つに「簡素化」 

区分 会計処理 備考 

償却原価区分 償却原価評価 ビジネスモデル要件とキャッシュ・フロー要件を満たす必要がある 

公正価値オプション ＦＶＰＬ 本来、償却原価区分となる金融商品を経営者の恣意により選択可能 

ＯＣＩオプション ＦＶＯＣＩ 
トレーディング以外の資本証券（株式等）に適用可能だが売却損益を

含めて何故か全てＯＣＩの区分に計上されてしまう 

公正価値区分 ＦＶＰＬ 上記以外の全ての金融商品。非上場株式も何故か時価評価の対象に 

（出所） ２００９年版ＩＦＲＳ９より当社作成 

ＩＦＲＳ９自体、３つのフェーズ（保有区分及び測定、減損、ヘッジ会計）に分けてプロジェクトが進

行し、2009 年に保有目的区分のみ先行して公表されたものですが、保有目的区分の考え方は極めて複雑で

す（図表 2-2-4）。 

■ 図表 2-2-4 難解・複雑怪奇な保有目的区分 

 
（出所） 2009 年版ＩＦＲＳ９より当社作成 

  

ビジネスモデル・テスト 

business model test 

契約上のキャッシュ・フロー特性 

contractual cash flow characteristics 

その企業が金融資産を保有する目的が、契約上の満期前の売却によ

る公正価値変動の実現よりも契約キャッシュ・フローの授受にある 

次の要件を充足す 

・契約上の条項に従い元本の支払いが発生するもの 

・契約上の条項に従い利息の支払いが発生するもの 

・利息は貨幣／信用リスクの時間的価値を考慮したものである 

償却原価区分 

の２要件充足 

公正価値オプ

ションを選択 

償却原価区分

での保有 

公正価値区分 

での保有 

Ｎ 

Ｙ 

Ｙ 

Ｎ 

Ｎ 
トレーディン

グ以外の株式 

ＯＣＩオプシ

ョンを選択 
ＯＣＩ区分 

での保有 
Ｎ Ｙ 

Ｙ 



―20／28― ２. 金融危機と会計基準  

 新宿経済研究所 
Shinjuku Economic Research Institute 

金融商品ごとにその保有目的区分を概観すると、おおむね図表 2-2-5 の通りです。 

■ 図表 2-2-5 代表的な金融商品の会計処理 

商品区分 区分 当社の考える影響 

クレジット関連商品 償却原価区分 

金融危機により損失を蒙ったクレジット関連商品について、時価会

計を回避しつつ「テインティング規定」を排除することで「いつで

も売却できる」状態にする？ 

株式 
公正価値区分 

ＯＣＩオプション 

全面的な時価会計に移行（なぜか非上場株式も時価会計に）。なお、

「ＯＣＩオプション」を選択すると、株式の売却益までが（なぜか）

ＯＣＩに計上されてしまうという不具合が発生する 

仕組債 公正価値区分 

信用リスクの極めて低い債券（例：変動利付国債）はＩＦＲＳ９に

いう「償却原価区分」の要件を満たさないため、信用リスクが低い

にもかかわらず時価会計の適用対象となる 

証券化商品 
償却原価区分 

公正価値区分 

証券化商品であっても「ルック・スルー」アプローチの結果、当該

金融商品から発生するキャッシュ・フローが「キャッシュ・フロー

要件」を充足していれば償却原価区分での保有が可能 

（出所） 2009 年版ＩＦＲＳ９より当社作成 

特に、ＩＦＲＳ９においては「償却原価区分」の決定について大きな問題が存在します（図表 2-2-6）。 

■ 図表 2-2-6 償却原価区分の問題点 

 
（出所） 当社作成 

ただ、2009 年のＩＦＲＳ９については、結局のところ、欧州規制当局である「欧州財務報告アドバイザ

リー・グループ」（European Financial Reporting Advisory Group, EFRAG）が 2009 年時点において承認

（エンドースメント）を見送ったため、金融危機の震源地である欧州で 2009 年版ＩＦＲＳ９の保有目的

区分を用いて財務報告を行った事例は、当資料作成日に至るまで、発見されていません。 

  

償却原価区分 

どちらに属すか曖昧な部分 

公正価値区分 

ビジネスモデル要件の問題点の例 

債券の転売等の頻度に関するガイダンスが完全に欠落しており、流動性の高い債券を「償却原価

区分」で保有する場合、どの程度までの売買が容認されるのか、全く不明 
※ バーゼルⅢ規制で導入されたＬＣＲ規制では、転売可能な流動性の高い債券等を保有するこ

とが求められるにも関わらず、ＩＦＲＳ９のガイダンスが金融規制を全く考慮していない 

キャッシュ・フロー要件の問題点の例 

・ ＣＭＳ債は要件を満たさないのにインフ

レリンク債は要件を満たすことになって

いるなど、規定が恣意的過ぎる 
・ 金融危機の原因となった証券化商品につ

いても「キャッシュ・フロー要件」を満

たしてしまう場合がある（金融規制当局

が特に問題視している点） 

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
要
件 

要
件
を
満
た
す  

要
件
を
満
た
さ
な
い 

ビジネスモデル要件 

要件を満たす 要件を満たさない 

全般的問題点 

・ 基準の記載が曖昧過ぎて、「どちらに帰属

するか不明な部分」の領域が多すぎる 

・ 信用の高い債券が「公正価値区分」とな

る一方、信用の低い不良資産が「償却原

価区分」になるなど、「信用度の逆転」が

生じやすい 
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④ 現状のＩＦＲＳ９に基づく保有目的区分の状況 

当資料作成時点で入手し得るＩＦＲＳ９によれば、ＩＡＳ３９の３つの保有目的区分を５つに簡素化す

るものとなっています（図表 2-2-7）。 

■ 図表 2-2-7 ＩＦＲＳ９：３つの区分を５つに簡素化 

区分 会計処理 備考 

償却原価区分 償却原価評価 キャッシュ・フロー要件を満たした上で、ビジネスモデル次第でどち

らかの区分を事実上選択適用することが可能になってしまう ＯＣＩ区分 ＦＶＯＣＩ 

公正価値オプション ＦＶＰＬ 償却原価・ＯＣＩ区分となる金融商品を経営者の恣意により選択可能 

ＯＣＩオプション ＦＶＯＣＩ 
トレーディング以外の資本証券（株式等）に適用可能だが売却損益を

含めて何故か全てＯＣＩの区分に計上されてしまう 

公正価値区分 ＦＶＰＬ 上記以外の全ての金融商品。非上場株式も何故か時価評価の対象に 

（出所） 現時点のＩＦＲＳ９より当社作成 

 

⑤ ＥＦＲＡＧエンドースメント 

ＩＦＲＳ第９号は当資料作成日時点において、ＥＦＲＡＧによるエンドースメントが終了しておらず、

欧州連合（ＥＵ）領域内においてＩＦＲＳ９は発効していません。 

 

【コラム③】ＩＦＲＳと保有目的区分 

 

ＩＡＳＢはＩＦＲＳにおける金融商品会計に関する会計基準である「ＩＡＳ３９」を変更し、「トレーデ

ィング目的」等の区分で保有する金融商品を「満期保有目的及び貸出金・債権の区分」に、2008 年 7

月 1 日に遡って区分変更しても良いとする条項を、デュー・プロセス等を無視して 2008 年 10 月 13

日に突如、追加しました。 

 

当時の様々な報道によれば、同年 9 月 15 日に発生した「リーマン・ショック」により、欧州の金融機関

が巨額の不良資産を抱え込んだことを受けて、ＩＡＳＢは緊急避難的にこのような会計基準を認めたもの

とされました。ただ、この緊急避難的な会計基準の改定は、ＩＦＲＳの国際的な財務報告基準としての信

頼が失墜しただけでなく、リーマン・ショックから数年を経過してもなお、欧州の金融機関が信用不安を

抱えている原因の一つである可能性もあります。 

 

また、当時「東京合意」に基づくＩＦＲＳとの「コンバージェンス」を至上命題に掲げていたわが国でも、

企業会計基準委員会が 2008 年 12 月 5 日付で「実務対応報告第 26 号 債券の保有目的区分の変更に

関する当面の取扱い」を公表。2010 年 3 月末までの期間限定で、保有する売買目的有価証券やその他

有価証券を満期保有目的の債券に振り替えることができることとしました。ただ、この会計基準を巡って

は、企業会計基準委員会の委員の中から「経済環境の変化に応じて緊急避難的に会計基準を変更すること

は、会計基準設定主体への信頼性を著しく損なう」恐れがあるとの指摘が出たと明記されています。 
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３ 金融危機と規制当局の対応 

（１） バーゼル規制とは？ 

① バーゼル規制の沿革 

銀行を初めとする預金を取り扱う金融機関（いわゆる「預金取扱金融機関」）は、民間企業でありなが

らも、一般大衆から預金を受け入れ、貸出金や有価証券といった投融資を通じて信用創造を行うとともに、

為替・振替等の決済システムの一翼を担っています。このため、預金取扱金融機関は、決済機能という社

会インフラを担っているだけでなく、いわば経済を成長させる「リスク・テイカー」の機能も有する、社

会的に重要な存在です（図表 3-1-1）。 

■ 図表 3-1-1 預金取扱金融機関の三大機能 

 
（出所） 当社作成 

また、経済・社会のグローバル化に伴い、預金取扱金融機関が経営破綻した場合、その影響は国境を越

えて容易に世界中に伝播しかねません。実際に、ラテンアメリカの不良債権問題によって米国を中心とし

た金融危機が発生した経験もあります。このため、スイス連邦バーゼル市に本部を置く国際決済銀行（Bank 

for International Settlements, BIS）の中に事務局を置く「バーゼル銀行監督委員会」（Basel Committee 

on Banking Supervision, BCBS）は、預金取扱金融機関の経営の健全性を確保させるために、国際的に活

動する銀行を対象とした世界共通の基準を定め、公表しています（図表 3-1-2）。 

■ 図表 3-1-2 バーゼル規制の沿革 

時期 内容 備考 

1988 年７月 バーゼル自己資本合意の公表 のちに「バーゼルⅠ」と俗称される 

1992 年 12 月 バーゼル自己資本合意の経過措置終了 ― 

1997 年 12 月 マーケット・リスク規制実施 日本では 1998 年３月末から 

1999 年７月 バーゼル自己資本合意改訂の第一次市中協議案 いわゆる「バーゼルⅡ」、あるいは「新ＢＩＳ」 

2004 年６月 バーゼルⅡ最終規則公表 ― 

2007 年１月 バーゼルⅡ適用開始 日本では 2007 年３月末から 

2009 年７月 バーゼル 2.5 公表 ― 

2009 年 12 月 バーゼル規制に関する市中協議文書公表 のちの「バーゼルⅢ」 

2010 年 12 月 バーゼルⅢテキスト公表 ― 

2011 年 12 月 バーゼル 2.5 適用開始 ― 

2013 年１月 バーゼルⅢ段階適用開始 
日本では 2013 年３月から。また、国内バー

ゼルⅢは 2014 年３月から 

（出所） 「国内行向けバーゼルⅢによる新金融規制の実務」（中央経済社）等 

 

 

  

民間企業でありながらも受

信・与信・決済の「三大機能」

を担う、社会的に重要な存在 

機能 説明 銀行法の根拠規定 

受信機能 預金または定期積金の受入 第２条第２項第１号 

与信機能 資金の貸付け、手形の割引 第２条第２項第２号 

決済機能 為替取引 第２条第２項第３号 
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② 日本国内の取扱い 

いわゆる「バーゼル規制」とは、国際的な合意に基づいて “Bank” に対して適用されるものですが、

この “Bank” の定義・範囲には、所在国によって細かい違いが存在します。当資料では便宜上、 “Bank” 

の訳語として「預金取扱金融機関」を充てていますが、日本国内法で「バーゼル規制」が適用される主体

を概観しておきましょう（図表 3-1-3）。 

■ 図表 3-1-3 「バーゼル規制」が適用される金融機関と根拠法等 

略称 業態 根拠法 金融庁等が定める自己資本告示 

銀行告示 銀行 銀行法第 14 条の２ 

銀行法第 14 条の２の規定に基づき、銀行がその保有する

資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかど

うかを判断するための基準 

持株告示 銀行持株会社 銀行法第 52 条の 25 

銀行法第 52 条の 25 の規定に基づき、銀行持株会社が銀

行持株会社及びその子会社の保有する資産等に照らしそ

れらの自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判

断するための基準 

信金告示 

信用金庫及び

信用金庫連合

会 

信用金庫法第 89 条第

１項 

信用金庫法第 89 条第１項において準用する銀行法第 14

条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がそ

の保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当

であるかどうかを判断するための基準 

信組告示 

信用協同組合

及び信用協同

組合連合会 

協同組合による金融事

業に関する法律第６条

第１項 

協同組合による金融事業に関する法律第６条第１項にお

いて準用する銀行法第 14 条の２の規定に基づき、信用協

同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に

照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判

断するための基準 

労金告示 

労働金庫及び

労働金庫連合

会 

労働金庫法第 94 条第

１項 

労働金庫法第 94 条第１項において準用する銀行法第 14

条の２の規定に基づき、労働金庫及び労働金庫連合会がそ

の保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当

であるかどうかを判断するための基準 

農中告示 農林中央金庫 
農林中央金庫法第 56

条第１号 
農林中央金庫がその経営の健全性を判断するための基準 

農協告示 農業協同組合 
農業協同組合法第 11

条の２第１項第１号 

農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基

準 

漁協告示 漁業協同組合 
水産業協同組合法第11

条の６第１項第１号 

漁業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基

準 

商中告示 
株式会社商工

組合中央金庫 

株式会社商工組合中央

金庫法第 23 条第１項 

株式会社商工組合中央金庫法第 23 条第１項の規定に基

づき、株式会社商工組合中央金庫がその経営の健全性を判

断するための基準 

最終指定 

告示 

一定要件を満

たす証券会社 

金融商品取引法第 57

条の 17 第１項 

最終指定親会社及びその子法人等の保有する資産等に照

らし当該最終指定親会社及びその子法人等の自己資本の

充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準 

（出所） 法令及び金融庁。なお、「略称」欄の呼称は当社が便宜上設定したもの。 

以下、当資料においては、金融庁が設定するこれらの告示類を、「銀行告示」などと称することがある

ほか、特に「銀行告示」については、単に「告示」と呼称することもあります。 
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（２） バーゼルⅡ規制 

① バーゼルⅡ規制の構造 

わが国でも 2007 年以降に適用が開始された「バーゼルⅡ」と呼ばれる規制は、「３本柱の規制」から構

成されるものです（図表 3-2-1）。 

■ 図表 2-3-1 バーゼルⅡの「３本柱」 

区分 項目 内容 

第１の柱 最低自己資本比率規制 
リスク・アセットに対して一定水準以上の自己資本を維持することを義務

付ける規制。強行法的な「側面から、「ハード・リミット」とも呼ばれる 

第２の柱 金融機関の自己管理 

市場リスク管理や大口与信等、信用リスクの枠組みでは補足しきれないリ

スクの把握・管理を金融機関の自己管理に委ねつつ、監督上の検証を加え

るもの。アウトライヤー基準等は存在するものの、いわば「ソフト・リミ

ット」としての位置付け 

第３の柱 金融機関への市場規律 
ディスクロージャーなどを通じて金融機関に対する市場の規律を確保する

仕組み 

（出所） 当社作成 

自己資本比率の計算式は、図表 2-3-2 の通りです。 

■ 図表 2-3-2 バーゼル規制の相互関連 

 
（出所） 当社作成 

■ 図表 2-3-3 バーゼルⅡ規制下の自己資本の額 

資本調達手段の種類 連結Ｂ／Ｓ 出資者の法的地位 算入限度 

基本的項目（Ｔｉｅｒ１）：2007 年時点の銀行告示の第５条等 

 

普通株式 株主資本 普通株式の株主 限度なし 

非累積的永久優先株 株主資本 種類株式の株主 償還蓋然性により異なる 

新株予約権 新株予約権 新株予約権者 限度なし 

海外ＳＰＣ発行の非累積的永久優先出資証券 少数株主持分 子会社等の出資者 算入限度額あり 

補完的項目（Ｔｉｅｒ２）：2007 年時点の銀行告示の第６条等 

 

Upper Tier 2 
永久劣後ローン 借用金 会社債権者 合計してＴｉｅｒ１の

100％まで 永久劣後債 社債 会社債権者 

Lower Tier 2 

期限付劣後ローン 借用金 会社債権者 
合計してＴｉｅｒ１の

50％まで 
期限付劣後債 社債 会社債権者 

期限付優先株 株主資本 種類株式の株主 

（出所） 当社作成。なお、表中の用語は現行の告示・会計基準等と異なっている場合がある 

自己資本比率 ＝ 

自己資本の額 

マーケット・リスク

相当額÷８％ 

信用リスク・ア

セットの額 

オペレーショナル・

リスク相当額÷８％ 
＋ ＋ 

第１の柱 

第２の柱のうち、「銀行勘定の金利リスクに関するアウトライヤー規制」 

アウトライヤー比率 ＝ 
銀行勘定における金利リスクの額 

自己資本の額 

≧20％（アウトライヤー銀行） 

＜20％（非アウトライヤー銀行） 

≧８％（国際） 

≧４％（国内） 

自己資本の額 
会計上の「純資産の部」をベースとしつつも、バーゼルⅡ規制下では「その他有価証

券評価差額金」が「Ｔｉｅｒ１」に算入されず、会計上の負債であっても期限付劣後

債などの商品が「Ｔｉｅｒ２」に算入されるなどの取扱いとなっていた 
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② 未実現損益の取扱い 

バーゼルⅡ規制下では、有価証券等の未実現損益については、国際統一基準行と国内基準行で異なるも

のの、「含み損の場合は」取扱いを確認してみましょう（図表 2-3-4）。 

■ 図表 2-3-4 バーゼルⅡ規制下での有価証券の含み損益の取扱い 

銀行の区分 含み益 含み損 

国際統一基準行 

・ 「その他有価証券の貸借対照表計上額から帳簿価額を

控除した金額」がプラスの場合は、最大でその 45％相

当額をＴｉｅｒ２に算入可能 

・ その他有価証券をヘッジ対象とするヘッジ手段に係る

繰延ヘッジ損益があり、その金額が正の値の場合、その

金額の 45％相当額もＴｉｅｒ２に算入可能 

・ 繰延ヘッジ損益は税効果会計が控除された後のベース

であり、銀行自己資本告示上は（なぜか）税効果控除後

ベースの 45％となっているが、その根拠は不詳 

・ 「その他有価証券評価差額金」

がマイナスの場合は当該金額

をＴｉｅｒ１から控除 

・ その他有価証券をヘッジ対象

とするヘッジ手段に係る繰延

ヘッジ損益がある場合、Ｔｉｅ

ｒ１から控除する金額は「その

他有価証券評価差額金と繰延

ヘッジ損益の合計額が負の場

合」の当該金額 国内基準行 ― 

（出所） 2007 年時点の銀行自己資本告示第５条、第６条、第 28 条、第 29 条等を参考に当社作成 

これを、繰延ヘッジ損益を考慮しない場合についてまとめると、図表 2-3-5 の通りです。 

■ 図表 2-3-5 一定条件下での「その他有価証券」に係る含み損益 

 含み益 含み損 

国際統一基準行 含み益の 45％相当額までＴｉｅｒ２算入可 含み損の約60％をＴｉｅｒ１から控除する必要 

国内基準行 ― 含み損の約60％をＴｉｅｒ１から控除する必要 

（出所） 当社作成。なお、「含み損」の取扱いの記述が「約 60％」となっている理由は、バーゼルⅡ告示が適用さ

れていた頃の大会社に対する法定実効税率が約 40％だったことによるもの 

 

③ バーゼルⅡとわが国における金融危機対応 

2008 年９月に発生した金融危機（いわゆるリーマン・ショック）を受けて、わが国の金融庁は同年 12

月 11 日に「銀行等の自己資本比率規制の一部を弾力化する特例」を公表。含み損益に関する取扱いを変

更しました（図表 2-3-6）。 

■ 図表 2-3-6 バーゼルⅡの弾力化 

 含み益 含み損 

国際統一基準行 

零リスク・ウェイト債券に関する含み損をＴ

ｉｅｒ１から控除しない取扱いを導入した場

合、当該零リスク・ウェイト債券に関する含

み益をＴｉｅｒ２に算入することはできない 

零リスク・ウェイト債券についてのみ、含み損が

発生していても、その含み損の税効果考慮後の金

額をＴｉｅｒ１から控除しないとする取扱いを

選択適用することができる 

国内基準行 ― 

その他有価証券評価差額金がマイナスだった場

合であっても、当該金額をＴｉｅｒ１からは控除

しない取扱いとする 

（出所） 金融庁の 2008 年 12 月 11 日付報道発表資料等より当社作成 
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（３） バーゼルⅢの登場 

2008 年に発生したリーマン・ショックを契機に、国際的な当局による金融規制の変革が進行しています。

また、銀行のみならず、証券市場や保険業などに対しても、国際的な、または各国の規制当局による広範

囲な規制の見直しが進められています（図表 3-3）。 

■ 図表 3-3 主な金融規制の流れ 

項目 主な内容 導入時期 

バ
ー
ゼ
ルⅢ

テ
キ
ス
ト
等 

バーゼルⅢ規制（国

際統一基準行） 

自己資本比率の「分子」を中心に、ＣＥＴ１、ＡＴ１、Ｔ２などの概念を

導入し、併せてＣＥＴ１規制を強化するもの。また、デリバティブ等に関

するＣＶＡ等の規制も導入 

2013 年 

国内バーゼルⅢ規制

（国内基準行） 

国際統一基準行に対するバーゼルⅢの導入を受けて、国内行についてもそ

れと平仄を併せる規制を導入するもの。ただし、自己資本の定義はバーゼ

ルⅡ規制時代と比べて簡素化されている 

2014 年 

資本バッファー 
国際統一基準行における資本バッファー（資本保全バッファー比率とカウ

ンター・シクリカル・バッファー比率の合計値） 
2016年～ 

レバレッジ規制 
リスク・アセット・ベースではない、自己資本に対するバランスシートの

規模を規制する比率。当面の要求水準は 3％以上 
2018 年 

ＬＣＲ／ＮＳＦＲ 
主に国際統一基準行を対象に、短期的・長期的な預金流出リスクを規制す

るもの 

2015 年 

2018 年 

Ｂ
Ｃ
Ｂ
Ｓ
・
そ
の
他
の
論
点 

標準的手法（ＳＡ）

の見直し 

外部格付への自動的な依存を配するなど、標準的手法（ＳＡ）採用行にお

ける「自己資本の分母」項目の見直し 
未定 

資本フロア 
内部格付手法（ＩＲＢ）採用行における、ＳＡ採用行との信用リスク・ア

セット等の乖離を抑制する基準 
未定 

銀行勘定の金利リス

ク（ＩＲＲＢＢ） 

現行「第二の柱」の対象とされている銀行勘定における金利リスクについ

て、「第二の柱」の位置付けのまま規制を強化するもの 
2018 年 

オペレーショナル・

リスクの見直し 

オペレーショナル・リスクに関する基礎的手法について見直すとともに先

進的手法を廃止する 
未定 

トレーディング勘定

の抜本的見直し 

トレーディング勘定とバンキング勘定との間の「資本アービトラージ」を

抑制するもの。部分的に会計基準上の保有目的区分の無効化も含む 
2019 年 

大口与信規制 

現行「第二の柱」の対象とされている大口エクスポージャー等に関するソ

フト・リミット規制を、「第一の柱」のハード・リミット規制に変更する

もの 

2019 年 

そ
の
他
規
制 

大口信用供与等規制 

銀行法第 13 条に定める信用供与等規制の大幅な強化と対象範囲の拡大。

なお、国際的な大口与信規制との統合を踏まえ、ファンドのルックスルー

等の取扱い等、導入が見送られた項目も。 

2014 年

11 月 

デリバティブ規制 
一定の店頭デリバティブ取引に関する中央清算機関（ＣＣＰ）への清算集

中義務と、非中央清算デリバティブに関する証拠金（ＶＭ／ＩＭ）規制 
2012年～ 

米ＦＡＴＣＡ法対応 

米国居住者の外国税務コンプライアンス（ＦＡＴＣＡ）法。わが国では不

同意米国口座及び不参加金融機関へ支払われた外国報告対象金額につい

ての情報を国税庁等に提供する仕組みが存在 

2015年～ 

Ｇ－ＳＩＢｓに対す

るＴＬＡＣ規制等 

Ｇ－ＳＩＢｓに該当した場合の資本賦課（上記資本バッファーに追加）。

また、自己資本に加えて損失吸収条項付の負債を発行することなどを義務

付けるもの 

2019年～ 

米ボルカー・ルール 

銀行等の事業体に対し、「リスクが高い」とされる一定の取引（自己勘定

取引やファンド投資活動等）を行うことを原則として禁止するもの。外国

銀行（例：邦銀）の場合、米国に支店・現地法人等を設けている際にボル

カー・ルール上の「銀行事業体」の認定を受けるが、「完全な米国外（い

わゆる SOTUS）」要件を充足する場合など、適用の除外規定も設けられ

ている 

2014年～ 

（出所） 当社作成 
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